
様式第１号　別紙１

事　業　計　画（初年度）
１　申請者（事業者等）の概況

	代表者（事業者等１）
	企業等名
	

	
	住　　所
	

	
	業　　種
	大分類
	中　分　類
	事業内容
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	※ 日本標準産業分類・中分類
	
	

	
	従業員数
	
	資本金又は出資金
	

	
	法人設立日及び沿革
	大正・昭和・平成・令和　　年　　月　　日



	事　業　者　等　２
	企業等名
	

	
	住　　所
	

	
	業　　種
	大分類
	中　分　類
	事業内容
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	※ 日本標準産業分類・中分類
	
	

	
	従業員数
	
	資本金又は出資金
	

	
	法人設立日及び沿革
	大正・昭和・平成・令和　　年　　月　　日



	事　業　者　等　３
	企業等名
	

	
	住　　所
	

	
	業　　種
	大分類
	中　分　類
	事業内容
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	※ 日本標準産業分類・中分類
	
	

	
	従業員数
	
	資本金又は出資金
	

	
	法人設立日及び沿革
	大正・昭和・平成・令和　　年　　月　　日



	大　学　等
	機　関　名
	

	
	住　　　所
	

	
	代　表　者
	

	
	連携研究者の所属・氏名
	

	


※大学等の記載欄は，大学等と連携し事業を行う場合のみ記載。
２　事業計画の概要

(1) テーマ設定

	事業テーマ名
	

	事業テーマの概要

研究・技術開発の理由
	

	事業実施場所
	

	事業期間

（３年以内）
	　年　月　日から　　年　月　日

	事　業　費
	　　　年度
	　　　年度
	　　　年度

	
	円
	円
	円

	
	補助申請予定額
	円
	円
	円

	他の補助金等の交付（申請）状況
	


(2) 開発戦略

	①事前検討・
現状把握
	（先行事例の調査結果，ニーズの比較検討・絞り込み結果などを記述）
（製品開発に係る弱みとなる要素と対応策などを記述）
（研究・技術開発等に係わる法律・規則等（安全性試験含む）の調査結果，対策などを記述）


	②開発目標
	（最終製品，事業化のイメージ及び製品（技術）開発の最終目標などを記述）


	③技術力・
課題解決
	（研究・技術開発に関する基盤技術，基礎研究などを記述）
（研究・技術開発で想定される技術課題及び課題解決のアプローチなどを記述）


	④新規性・

独創性
	（研究・技術の新規性・独自性，競合技術との差別化・優位性などを記述）


	⑤開発体制
	プロジェクトリーダーの
氏名・役職・略歴
	※代表者より選出


	
	サブリーダーの

氏名・役職・略歴
	※代表者以外の事業者等より選出



	
	研究・技術開発に従事する人員数
	代表者
	

	
	
	事業者等２
	

	
	
	事業者等３
	

	
	経費管理責任者の

氏名・役職・略歴
	※代表者より選出



	
	グループ内の研究・技術開発における役割

（連携体制）
	（代表者）

（事業者等２）

（事業者等３）

（大学等※連携し事業を進める場合）



	
	他の企業・機関（大学等を除く）との連携事項（外注加工，技術導入など）
	

	
	
	技術導入
	□あり　　　　□なし

※ある場合は「技術導入計画書」を作成

	
	研究・技術開発における大学等の連携先
	
	

	
	
	共同開発
	□あり　　　　□なし

※ある場合は「共同開発計画書」を作成

	⑥開発予算（高額物品の購入理由）
	（５０万円以上の機械装置等の高額物品の購入を想定している場合。購入の必要性
などを記述）
※その他事業で購入する物の内容・金額等については，●支出明細書に記載してください。


（既存の機械等のうち，本事業で使用可能又は使用予定の主要機械及び装置）
	名　　称
	数量
	用　　途
	備考

	
	
	
	


(3) 市場戦略
	①市場把握
	（市場の規模，将来性，ニッチ市場など，想定される市場を記述）


	②市場戦略
	（販売に向けたビジョン・戦略，市場へのアプローチなどを記述）



(4) 事業計画期間，内容等
 （開発計画期間：   年  月  日 ～  年  月  日）
	 実施月

項目
	年
4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	年
1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


３　収支予算書（グループ全体）
(1)  収入関係（　　年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （単位：円）

	区　　分
	金   　額
	事業者名
	備　    考

	補 助 金
	
	
	

	自己資金
(代表者)
	
	
	

	負 担 金

(事業者等２)
	
	
	

	負 担 金

(事業者等３)
	
	
	

	合　　計
	
	
	


※自己資金及び負担金の額は各事業者等の要望する補助金要望額以上となるようにしてください。
(2)　支出関係（　　年度）
①総括表                                         　　　　　　　  　　　（単位：円）
	事　業　者　名
	補助事業に

要する経費

(a)
	補助対象

経　　費
(b) (≦(a))
	補 助 金

要 望 額
(c) (≦(b)×1/2)

	（代表者）


	
	
	

	（事業者等２）


	
	
	

	（事業者等３）


	
	
	

	合　　計
	
	
	


※別紙２　収支予算書・支出明細書を作成してください。
４　技術導入計画書

	技術導入・指導先
	（住所）

（名称）

（氏名）

	技術の種類，名称，概要

※　産業財産権を取得している場合には，その種類，許可年月日，許可番号等も記載すること
	

	技術導入の理由

※　当該事業における導入技術の役割及び効果等も記載すること
	

	技術導入の方法
	

	支　払　額

※　内訳
	


※　必要に応じて事業者間の確認書，誓約書，協定書等の写しを提出願います。
５　共同開発計画書
(1)　共同開発の概要

	共同開発者職・氏名
	
	所属機関名
	

	共同開発の内容
	

	選定理由等
	


(2)　共同開発費の概要

	事　業　費
	　　　　年度
	　　　　年度
	総額

	
	円
	円
	円


（   年度）

	経費区分
	金　　額
	積算内訳
	摘　　要

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	


(3)　開発計画期間及び内容
 （開発計画期間：   年  月  日 ～  年  月  日）
	 実施月

項目
	  年
4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	  年
1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　必要に応じて事業者間の確認書，誓約書，協定書等の写しを提出願います。

６　経営状況表
（単位：千円）

	期　別

項　目
	第　　期

　　　　　　～


	第　　期

　　　　　　～


	第　　期

　　　　　　～



	売　上　高
（Ａ）
	
	
	

	 eq \o\ad(経常利益,　　　　　　　　　　)
（Ｂ）
	
	
	

	総　資　本
（Ｃ）
	
	
	

	 eq \o\ad(自己資本,　　　　　　　　　　)
（Ｄ）
	
	
	

	 eq \o\ad(流動資産,　　　　　　　　　　)
（Ｅ）
	
	
	

	 eq \o\ad(流動負債,　　　　　　　　　　)
（Ｆ）
	
	
	

	総資本経常利益率
(B/C)×100(%)
	
	
	

	売上高経常利益率
(B/A)×100(%)
	
	
	

	自己資本比率
(D/C)×100(%)
	
	
	

	 eq \o\ad(流動比率,　　　　　　　　　　)
(E/F)×100(%)
	
	
	


※１ 過去３期の財務諸表により作成すること。
※２ 金額は，百円の単位を四捨五入して千円単位で記入すること。率は，小数点第２位を四捨五入して小数点第１位まで記入すること。
※３各事業者等ごとに作成すること。
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